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はじめに
多くの先行研究が言及している通り，学校教育の質的向上には質の伴った教授，つまりは教員の
質的向上が不可欠である（１）。OECDによる教員政策に関する報告書（Teachers Matter: Attracting, 
Developing and Retaining Ef fective Teachers）では，教員とその指導が生徒の学習に最大の影響を与
えるということが再認識され，教員の質的向上と生徒の学習達成度に正の相関があることが確認さ
れている（２）。教育の質に関して大きく特集を組んだユネスコの年次報告書（EFA Global Monitoring 
Report 2005: Education for All the Quality Imperative）は，教育の質的向上のための政策の重点事項と
して「指導と学習の向上」（improving teaching and learning）を掲げて効果的な教授法の重要性を指
摘している。また，同様に「よりよい教員」（better teacher）を掲げ，教員の採用基準や試験方法の
再検討，教員養成カリキュラムの改善，さらには教員の待遇の問題についても言及している（３）。
しかしながら，政府によって数多くの政策が打ち出され，国際協力機関によって数多くのプロジェ
クトが実施されてきたにも関わらず，未だに多くの開発途上国の教員養成機関は，質の高い教員を輩
出する場としてうまく機能しているとは考えられていない。「高い留年率は教育水準の高さを示すも
のではなく，教授と学習の質の低さを示すものである」（４）との認識のもと，教育の量的拡大に向けて
その質的充実の必要性がより一層重要視されている現在，質の高い教員を生み出すための根幹とも言
える教員養成はより注目されていくと考えられる。
本稿では，カンボジアにおける初等教員養成に焦点を当てる。2000年に設定された『ダカール行
動のための枠組み』（The Dakar Framework for Action）の到達目標のひとつに「2015年までに，すべ
ての子どもたちが，無償・義務制の良質な初等教育にアクセスでき，それを修了することを保障す
る」（５）ことが大きく掲げられ，初等教育の質的向上が注視される中，初等教員養成を取り上げること
には一定の意義があろう。カンボジアの初等教員養成機関である州教員養成校（Provincial Teacher 
Training College, ）の現状を，学生数・教官数，施設・設備，またカリキュ
ラム編成・授業内容といった側面から把握することによってその課題を明らかにすることを本稿の目
的としたい。
これまでカンボジアの教員養成を取り扱った先行研究には，教員研修も含め幅広くその制度を概観
したものや，歴史的経緯及び改革動向（特にポル・ポト政権が崩壊した 1979年以降）を扱ったもの，
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教員の質を取り巻く問題点を整理しその打開策として国際協力プロジェクトの可能性を探ったもの等
が存在する（Nath（2000）（６），コロク（2001，2003）（７），前田（2003）（８），コロク，西野（2009）（９）等）。
歴史研究による 1980年代，1990年代の教員養成基準や各教員養成機関に在籍していた生徒数のデー
タは豊富だが，2000年以降の現状を示す量的データは希薄である。また，特に初等教員養成に焦点
を絞り，州教員養成校を分析対象としてカンボジアの教員養成を捉えたものは少ない。コロク，西野
（2009）に首都プノンペン（Phnom Penh）の州教員養成校＝特別市教員養成校（後述）の記述が見
られるが，入学基準や実施されているカリキュラムの簡単な説明程度に留まっており，その現状を詳
細には追っていない。
本稿の構成は以下の通りである。まず第 1節において，現在のカンボジアの初等教員養成制度及び
初等教員養成カリキュラムについて概観し，第 2節において，全国に 18校ある州教員養成校の現状
を学生数・教官数及び施設・設備の点から把握する。続く第 3節において，州教員養成校のカリキュ
図 1　カンボジア全図
出典） NIS (National Institute of Statistics), MoP (Ministry of Planning) (2009) General Population Census of 
Cambodia 2008: National Report on Final Census Results, Phnom Penh: MoP.
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ラム編成・授業内容の不備を指摘し，最後にカンボジアの初等教員の質的向上に向けた若干の提言を
行う。
１．初等教員養成制度と初等教員養成カリキュラム
州教員養成校は全国 24の行政区（10）のうち 18の行政区に 1校ずつ存在する。プノンペン都及びシ
ハヌークヴィル（Preah Sihanoukもしくは Sihanoukville）州の州教員養成校は，旧行政区分に従っ
て特別市教員養成校（Municipal Teacher Training College, ）（11）と呼ばれて
いる。初等教員を志す学生は基本的には出身州に位置する州教員養成校へと入学するが，州教員養
成校を有していない州の学生に関しては，他州の州教員養成校が受け入れを行っている。一例を挙
げると，コッコン（Koh Kong）州の学生はプノンペン特別市教員養成校（Phnom Penh Municipal 
Teacher Training College）が，パイリン（Pailin）州の学生はバッタンバン州教員養成校（Battambang 
Provincial Teacher Training College）が受け入れている。
州教員養成校の入学資格は後期中等教育修了（12年間の学校教育修了）であるが，遠隔部（12）にお
いては後期中等教育への就学自体が困難なため，前期中等教育修了（9年間の学校教育修了）のみの
者にも入学を認めている。修業年限は 2年である。後期中等教育修了後に入学した学生は「12＋ 2」，
前期中等教育修了後に入学した学生は「9＋ 2」という総称で区分されており，クラスは明確に分け
られている。毎年度の入学定員は各州の教育局と教育・青年・スポーツ省（Ministry of Education, 
Youth and Sport: MoEYS, ）（以下，教育省）によって定められ，修了試験に合
格した学生は自動的に出身州の教員になることができる。
現行の初等教員養成カリキュラムである『教員養成プログラム基礎レベル―初等教育における教
授（12＋ 2）―』（ ” 12＋ 2”）は，2006年に
教育省学校教育局教員養成課（Teacher Training Department: TTD, ）
によって策定されたものである。2年間で合計 2,584時間の授業及び実習が組まれており，それら
は教職の意義や教育の基礎理論に関する①専門知識トレーニング（ ），学生が
州教員養成校入学前に受けてきた学校教育を補完する②基礎知識トレーニング（  
），教科及び教授法に関する③初等教育知識・教授法トレーニング（  
），④教育実習（ ），⑤卒業研究（ ）の 5つに大別
することができる（13）。それぞれの授業科目・時間数は表 1の通りである（14）。
同カリキュラムは正式名称に「12＋ 2」と明確に示されている通り，基本的には後期中等教育修了
後に州教員養成校に入学した学生を対象にしたものであるが，前期中等教育修了後に州教員養成校へ
と入学した学生に対しても用いられている。ただし，その際はカリキュラムのいくつかの要点を省略
して教授がなされる（15）。
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２．州教員養成校の現状―学生数・教官数及び施設・設備―
表 2に示した通り，全国に 18校ある州教員養成校には，2007/2008年度には 4,275人（1校あた
り 118～ 494人，平均 237.5人）の学生が在籍している。クラチェ州教員養成校（Kratie Provincial 
Teacher Training College）やプレアヴィヒア州教員養成校（Preah Vihear Provincial Teacher Training 
College），シハヌークヴィル特別市教員養成校（Sihanoukville Municipal Teacher Training College）
といった学生数が 120人前後の小規模校から，バッタンバン州教員養成校やシェムリアップ州教員養
成校（Siem Reap Provincial Teacher Training College）といった学生数が 450～ 500人に及ぶ大規模
校にいたるまで，学校の規模は幅が広い。
州教員養成校の教官は 2007/2008年度の時点で 604人（1校あたり 16～ 64人，平均 33.6人）で
あるが，そのうち実際に教壇に立って授業を行う教官は約半数の 325人（1校あたり 9～ 30人，平
均 18.1人）である。教官には，後期中等教員養成機関である国立教育大学（National Institute of 
Education: NIE, ）の前身である教育省政治学校（1979年～），教育大学（1993年～）
出身の者が多い。現在は，国立教育大学を優秀な成績で卒業した者が州教員養成校に教官として赴任
するのが通例となっている。
学生数と実際に授業を行う教官数は比例しているとは限らない。実際に授業を行う教官 1人あた
りの学生数は，コンポンスプー州教員養成校（Kampong Speu Provincial Teacher Training College）
では 6.3人，プノンペン特別市教員養成校では 6.8人，カンダール州教員養成校（Kandal Provincial 
表 1　初等教員養成カリキュラムの授業科目・時間数 （単位：時間）
①専門知識トレーニング（479）
「心理学」（90），「教育学」（「教職概論」，「子どもにやさしい学校プログラム」，「緊急事態への対処」，「幼稚
園入園前の子どもの教育プログラム」，「複式学級教授法」）（142），「教育行政」（58），「教員としてのモラル」
（30），「一般知識」（「文化」，「人権」，「環境」，「ジェンダー」）（101），「図書館学」（58）
②基礎知識トレーニング（453）
「クメール語」（103），「算数」（105），「外国語」（116），「ICT」（「コンピューター」，「教育機材」）（129）
③初等教育知識・教授法トレーニング（1,136）
「クメール語科教授法」（232），「算数科教授法」（232），「理科教授法」（86），「社会科教授法」（「歴史教授法」，
「地理教授法」，「道徳教授法」，「公民教授法」，「芸術教授法」）（333），「保健体育科教授法」（58），「技術科」（「農
学」，「工作」）（90），「家庭科」（「健康・衛生」，「料理・栄養」，「HIV/AIDS」）（105）
④教育実習（504）
⑤卒業研究（12）
出典）   （2006） ” 
12＋ 2”, Phnom Penh: MoEYSより作成。
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Teacher Training College）では 7.7人と少ない。その一方で，ストゥントレン州教員養成校（Steung 
Treng Provincial Teacher Training College）では 26.3人，バンテアイミエンチェイ州教員養成校
（Banteay Meanchey Provincial Teacher Training College）では 29.9人と多い。実際に授業を行う教官
数は，首都及び首都に隣接している州に設置されている州教員養成校では学生数の割に多く，首都か
ら離れた地方の州に設置されている州教員養成校では学生数の割に少ないことが分かる。この不均等
な教官の配置は，教官が，生活に不便が多く副業の機会も少ない地方に赴任するのを敬遠する傾向が
あることが大きな要因であろうと推察される。
施設・設備に関しても首都と地方の格差が存在する。例えばプノンペン特別市教員養成校とバッタ
ンバン州教員養成校の施設・設備を比較してみると，国際機関や国際 NGOの支援によって州教員養
成校としての施設・設備が整えられている首都の州教員養成校と，ある程度の支援は入っているもの
表 2　州教員養成校学生数・教官数（2007/2008年度） （人）
学生数 教官数 教官（※）
1人あたり
の学生数総数 第 1学年 第 2学年 総数 教官（※）
バンテアイミエンチェイ州教員養成校 359 170 189 25 12 29.9
バッタンバン州教員養成校 457 220 237 51 28 16.3
コンポンチャム州教員養成校 314 155 159 57 29 10.8
コンポンチュナン州教員養成校 190 90 100 26 11 17.3
コンポンスプー州教員養成校 177 90 87 32 28 6.3
コンポントム州教員養成校 234 115 119 28 15 15.6
カンポート州教員養成校 242 120 122 22 18 13.4
カンダール州教員養成校 230 110 120 64 30 7.7
クラチェ州教員養成校 118 60 58 16 11 10.7
プノンペン特別市教員養成校 163 80 83 38 24 6.8
プレアヴィヒア州教員養成校 122 70 52 30 11 11.1
プレイヴェン州教員養成校 230 110 120 36 21 11.0
ポーサット州教員養成校 184 90 94 23 14 13.1
シェムリアップ州教員養成校 494 240 254 37 28 17.6
シハヌークヴィル特別市教員養成校 120 60 60 23 10 12.0
ストゥントレン州教員養成校 237 120 117 30 9 26.3
スヴァイリエン州教員養成校 172 85 87 26 10 17.2
タケオ州教員養成校 232 115 117 40 16 14.5
合計 4,275 2,100 2,175 604 325 13.2
出典）教育省学校教育局教員養成課資料より作成。
注）ここでの「教官」は，実際に教壇に立って授業を行う教官を指している。
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の，施設・設備の未整備によって実習の機会が限定されている地方の州教員養成校の現状が明らかに
なる。
プノンペン特別市教員養成校は，教室及び教官室の複合棟 1棟，教室棟 2棟，図書館 1棟，学
生寮 1棟から成っている。複合棟及び教室棟の 3棟は，それぞれ EPP（Projet de Rehabilitation des 
Ecoles Provinciales de Pedagogie）（16），セーブ・ザ・チルドレン・ノルウェー（Save the Children 
Norway）（17），JHP・学校をつくる会（Japan Team of Young Human Power）（18）の支援のもと 1998年か
ら 2003年の間に改築がなされた。学生寮の建設も EPPの支援による。教室はコンピューター室，音
楽室，家庭科室，工作室，多目的ホールを含めて合計 15室あり，庭には農学の授業で使用するため
の畑が存在する。コンピューター室にはパソコン，音楽室にはオルガン，家庭科室にはミシンがそ
れぞれ 10～ 20台設置されており，教室には後方の戸棚に教科書や理数科の実験器具等が収納されて
いる。
前述の通り，プノンペン特別市教員養成校はプノンペン都からの学生のほかに州教員養成校を有し
ていないコッコン州からの学生も受け入れており，全体の約 60％の学生はコッコン州出身の者であ
る。プノンペン都出身の学生は自宅から通学しており，コッコン州出身の学生は学生寮で生活してい
る。学生寮は 1階が男子用（4部屋），2階が女子用（4部屋）である。1部屋の大きさは教室とほぼ
同じであり，部屋にはベッド，戸棚，ユニセフの支援による浄水器等が設置されている。シャワー・
トイレは共同である。
バッタンバン州教員養成校は，教室，教官室，図書室の複合棟 1棟，教室棟 2棟，及び学生寮 1棟
から成っている，すべての建物は EPPの支援のもと 1998年に改築されたものである。教室は合計
21室で，コンピューター室はあるが，音楽室，家庭科室，工作室，多目的ホールはない。プノンペ
ン特別市教員養成校とは違い畑もなく，実習の機会が限定されている。パソコンはコンピューター室
に 12台設置されており，教室には戸棚に理数科の実験器具等が収納されている。教科書は図書室に
保管されている。
前述の通り，バッタンバン州教員養成校も他州からの生徒を受け入れており，全体の約 15％の学
生はパイリン州出身の者である。バッタンバン州の市内もしくは郊外に自宅がある学生は自宅から通
学しており，パイリン州出身の学生及びバッタンバン州の市外出身の学生は学生寮で生活している。
筆者が調査を行った 2009年 11月当時は学生寮が改築中であったため，使用していない教室をそのま
ま学生寮の部屋として活用していた。男子用 4部屋，女子用 4部屋が存在する。部屋にはベッド，机，
ユニセフの支援による浄水器等が設置されており，自炊のための七輪やガスコンロを置いているとこ
ろもある。シャワー・トイレは共同である。改築中の学生寮が完成すれば，男子用 5部屋，女子用 5
部屋が設けられることになるが，それでも手狭なため，引き続き使用しない教室を学生寮の部屋とし
て代用する可能性があるという（19）。
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3. 州教員養成校の現状―カリキュラム編成・授業内容―
州教員養成校のカリキュラム編成は 2006年に改訂された初等教員養成カリキュラムに沿っている
が，教授内容の重複の回避や実際に授業を行う教官数の不足を理由に授業科目の統合が施されてい
る。一例を挙げると，プノンペン特別市教員養成校では，①専門知識トレーニングの科目である「教
員としてのモラル」（ ）と③初等教育知識・教授法トレーニングの科目である「道徳教
授法」（ ）が「道徳」（ ）という科目にまとめられており，バッタン
バン州教員養成校では，③初等教育知識・教授法トレーニングの科目である「道徳教授法」と「公
民教授法」（ ），「歴史教授法」（ ）と「地理教授
法」（ ）がそれぞれ「道徳・公民」（ ），「歴史・地理」
（ ）という科目に統合されている（表 3，表 4参照）。
また，②基礎知識トレーニングの科目である「クメール語」（ ）と③初等教育知識・教授法
トレーニングの科目である「クメール語科教授法」（ ），同じく②基礎知識ト
レーニングの科目である「算数」（ ）と③初等教育知識・教授法トレーニングの科目である
「算数科教授法」（ ）の区別は行われておらず，それぞれ「クメール語」，「算
数」として授業が組まれている。
州教員養成校においては教科教授法の指導が蔑ろにされており，授業は各教科の基礎知識の習得に
のみ力が入れられている状況にある。上記以外の③初等教育知識・教授法トレーニング内の科目も，
科目名から「～教授法」が省かれている。さらに，授業時間数も規定通りになっていないものが多く
見受けられ，初等教員養成カリキュラムの理想と現場の現実の乖離を指摘することができる。
表 3　プノンペン特別市教員養成校　第 2学年 Aクラス前期授業時間割（2009/2010年）
月 火 水 木 金 土
 7：00～  8：00 理科 クメール語 算数 家庭科 クメール語 教育学
 8：00～  9：00 算数 クメール語 算数 芸術 クメール語 教育学
 9：00～ 10：00 文化 環境 算数 外国語 道徳 地理
10：00～ 11：00 歴史 環境 算数 外国語 道徳 クメール語
昼休み
14：00～ 15：00 家庭科 教育行政 心理学 ICT 技術科
15：00～ 16：00 保健体育 複式学級 心理学 ICT 技術科
16：00～ 17：00 歴史 芸術 図書館学 道徳 公民
出典）プノンペン特別市教員養成校資料。
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州教員養成校の授業は基本的には教科書をもとにした講義形式である。「クメール語」，「算数」，
「理科」（ もしくは ），「社会」（ ）に関する授業では高等学校で使用
されている教科書がそのまま用いられており，①専門知識トレーニング内の科目に関する授業にお
いては，ユニセフ，スウェーデン国際開発協力庁（Swedish International Development Cooperation 
Agency: Sida），セーブ・ザ・チルドレン・スウェーデン（Save the Children Sweden）（20），チャイル
ド・ライツ・ファウンデーション（Child Rights Foundation）（21）等の支援のもと，教育省学校教育局
教員養成課によって作られた教科書が用いられている。
音楽室，家庭科室，工作室，畑を有しているプノンペン特別市教員養成校では，「芸術」（ ），
「家庭科」（ ），「技術科」（ ）の授業内で実習も行われているが，それらを有していな
い他の州教員養成校では，実習はほとんど行われていない。また，理数科の実験器具は学生数に見
合った数が用意されておらず教官も使用方法に不慣れなため，ほぼ活用されていない状況にある。
おわりに
本稿では，教員の質的向上という観点からカンボジアの初等教員養成に焦点を当て，カンボジアに
おける初等教員養成機関である州教員養成校を取り上げた。その結果，多くの学生が在籍している州
教員養成校に多くの教官が配置されているわけではなく，実際に授業を行う教官数は，首都及び首都
近辺に位置する州教員養成校では学生数の割に多く，首都から離れた地方の州に位置する州教員養成
校では学生数の割に少ないといった対比構造があることが明らかになった。また，施設・設備に関し
ても同様の地域間格差が存在することが確認できた。
また，2006年に改訂された初等教員養成カリキュラムが定める科目と実際に州教員養成校で行わ
れている授業は同一のものになっておらず，授業は教科教授法に関するものであっても，各教科の基
表 4　バッタンバン州教員養成校　第 2学年 Aクラス前期授業時間割（2009/2010年）
月 火 水 木 金 土
 7：00～  8：00 全校集会 算数 図書館学 算数 家庭科 心理学
 8：00～  9：00 ICT 算数 算数 算数 家庭科 心理学
 9：00～ 10：00 ICT 道徳・公民 算数 クメール語 教育学 外国語
10：00～ 11：00 環境 道徳・公民 算数 クメール語 教育学 外国語
昼休み
14：00～ 15：00 クメール語 クメール語 理科 文化 技術科
15：00～ 16：00 クメール語 クメール語 理科 保健体育 歴史・地理
16：00～ 17：00 技術科 芸術 教育行政 芸術 歴史・地理
出典）バッタンバン州教員養成校資料。
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礎知識の説明・暗記に重点が置かれていることが明らかになった。教員養成校の授業として必要不可
欠であると考えられる教科教授法の指導が疎かにされている点は，大きな危機感を持って強く言及し
たい。
こうした州教員養成校の現状の根底に潜む問題は，初等教員養成に携わる教官の教授力量不足によ
るところが大きいと考えられる。カンボジアにおいては，教官の教授力量を向上させるような研修や
授業研究が実施されておらず，例えば「子どもにやさしい学校プログラム」（  ）（22）
や「幼稚園入園前の子どもの教育プログラム」（ ）（23）といった新し
い概念をもとにした科目が導入されても，教授法に対する適切な指導はなく学習の機会も提供されて
いない。もちろんそれぞれの教官の自己研鑽が前提としてあるが，初等教員の質的向上に向け，研修
や授業研究をはじめとした，教官に対する支援体制が確立されることが必要不可欠である。また，教
官の配置の問題に関しても運営面からの改善が必要であろう。
施設・設備の未整備といった州教員養成校を巡る環境面の問題も，実施されている授業内容，と
りわけ実習機会の有無に大きな影響を及ぼしている。これに関しては，地域間格差を是正していく
ことが目指されるべきであると考えられる。5ヵ年の国家教育計画である『教育戦略計画 2006–2010』
（Education Strategic Plan 2006–2010）やその具体的な行動計画である『教育セクター支援プログラ
ム 2006–2010』（Education Sector Support Program 2006–2010）といったカンボジアの教育計画の中で，
教員養成の占める割合は大きなものではなく，配分される予算も限られている。そうした中で，1990
年代初頭以降，カンボジアの教育開発にはなくてはならない存在となっている国際機関や国際 NGO
による支援は，州教員養成校の施設・設備の整備においても有効な手段となろう。
カンボジアの初等教員養成は開発途上の段階にあり，ソフト面，ハード面双方に多くの課題を抱え
ているため，その改革は困難を極めることが予想される。しかしながら，冒頭で述べた通り，教育の
量的拡大に向けてその質的充実の必要性がより一層重要視されている現在，教員養成は今後より注目
されていくと考えられる。隣国であるタイの初等教員養成は既に 2年制を廃し 4年制大学で実施され
てきたが，実践的指導力の強化を目指して，2004/2005年度より学校現場での 1年間のインターンを
加えた 5年制に引き上げられた（24）。また，同じく隣国であるベトナムにおける初等教員養成も，後
期中等教育修了後に 2年であった修業年限が現在は延長され，同時に教官の教授力量を向上させる取
り組みも行われている（25）。ポル・ポト政権のもとで教育の崩壊を経験したカンボジアでは取り巻く
状況が異なるが，隣国の経験や実践を参考にした教員養成改革の実施が期待される。
引き続き，カンボジアの初等教員養成に焦点を当て，州教員養成校の学生や教官に対する質問紙調
査・インタビュー等も実施しながら，初等教員の質的向上に向けた打開策を検討していきたい。
注⑴ CERI (Centre for Educational Research and Innovation), OECD (1994) Quality in Teaching, Paris: OECD, 
p. 7, Anderson, Lorin. W. (2004) Increasing Teacher Effectiveness: Second Edition, Fundamentals of Educational 
Planning 79, Paris: UNESCO-IIEP (International Institute for Education Planning), p. 20, etc.
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